
令和５年度　福祉保健部当初予算（一般会計）要求の概要

（単位：千円）
区　　　分 ４年度当初予算額

126,124,427

　○　事業体系（プラン２０１５体系図）

　１　安心　－健やかで心豊かに暮らせる安心の大分県－

①子育てしやすい環境づくりの推進

②結婚・妊娠の希望が叶い、子どもが健やかに生まれ育つ環境の整備

③児童虐待の未然防止・早期対応等切れ目ない支援

④子どもの貧困対策やひとり親家庭・障がい児へのきめ細かな支援

（２）健康長寿・生涯現役社会の構築　～健康寿命日本一の実現～

①みんなで進める健康づくり運動の推進

新 歯科口腔保健推進事業 27,724

みんなで進める健康づくり事業 19,368

糖尿病性腎症重症化予防推進事業 19,361

自殺予防対策強化事業 32,386

がん対策推進事業 96,585

医療的ケア児等支援推進事業 30,010

子どもの居場所づくり推進事業 23,995

障がい児発達支援早期利用促進事業 3,213

発達障がい児地域支援体制整備事業 43,686

ヤングケアラー等支援体制強化事業 27,394

ひとり親家庭等自立促進対策事業 25,169

里親リクルート地域連携事業 14,032

児童養護施設退所者等支援強化事業 28,313

就学前後の切れ目ない支援体制整備事業 4,631

児童虐待防止対策事業 49,776

ライフデザイン創造促進事業 3,038

不妊治療費助成事業 46,019

病児保育充実支援事業 129,336

おおいた出会い応援事業 49,406

放課後児童クラブ施設整備事業 73,856

放課後児童対策充実事業 920,238

子育て支援対策充実事業 300,746

保育環境向上支援事業 202,071

５年度当初要求額 増減額 増減率

おおいた子育て応援スクラム事業 19,917

（１）一人ひとりの子どもが健やかに生まれ育つ温かい社会づくりの推進
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～子育て満足度日本一の実現～

事業費 107,964,528 △ 18,159,899 △14.4% 

ＳＮＳ子育て相談体制整備事業 4,980



②高齢者の活躍と地域包括ケアシステムの構築

③安心で質の高い医療サービスの充実

（３）障がい者が安心して暮らせる社会づくりと障がい者雇用率日本一の実現

①障がい者が安心して暮らせる地域生活の推進

②障がい者の就労支援

（７）多様な主体による地域社会の再構築

①人と人のつながりを実感できる地域共生社会の実現

（８）強靱な県土づくりと危機管理体制の充実

①災害に強い人づくり、地域づくりの推進

②感染症・伝染病対策の確立

（注）事業名前の「新」は新規事業を示す。

　令和５年度　福祉保健部当初予算(一般会計）要求に対するご意見をお寄せください。

　　ｅ－ｍａｉｌ：a12000@pref.oita.lg.jp（福祉保健部福祉保健企画課）

感染対応力強化推進事業 10,176

災害時要配慮者支援事業 36,114

新型コロナウイルス感染症対策事業 2,086,756

地域共生社会構築推進事業 143,485

生活困窮者自立支援事業 55,203

障がい者就労環境づくり推進事業 66,441

障がい者工賃向上支援事業 21,261

障がい者芸術推進事業 36,039

国際車いすマラソン大会開催事業 27,923

障がい者福祉施設整備事業 60,104

親なきあと支援体制構築事業 4,988

精神障がい者地域移行・定着体制整備事業 17,336

精神科救急医療システム整備事業 59,501

障がい者差別解消・権利擁護推進事業 21,565

看護職員確保総合対策事業 56,655

新 医療機関の働き方改革推進事業 73,500

おおいた医学生修学サポート事業 92,259

新 循環器病対策推進事業 14,865

地域医療介護総合確保施設設備整備事業 1,527,083

オンライン診療推進事業 16,094

認知症にやさしい地域創出事業 12,042

若年性認知症相談支援体制整備事業 6,947

福祉・介護人材確保対策事業 63,028

外国人介護人材確保対策事業 51,329

介護現場革新推進事業 219,923

介護の魅力発信事業 20,759

いきいき高齢者地域活動推進事業 22,716

地域包括ケアシステム構築推進事業 24,522

自立支援型サービス推進事業 13,661

地域介護予防活動推進事業 12,864



（部局名：福祉保健部） （単位：千円）

202,071

(171,498)

49,406

(60,654)

4,631

(6,050)

　

49,776

(27,279)

28,313

(18,951)

27,394

(18,400)

23,995

(13,495)

43,686

(39,182)

　

19,368

(21,462)

19,361

(19,858)

27,724

(0)

8
発達障がい児地域支援体
制整備事業

　発達障がい児の早期発見・早期支援に繋げるため、保護者が身近な
地域で安心して相談でき、乳幼児期から切れ目なく支援する体制を整
備する。
　・子どもの発達支援コンシェルジュの配置（６人）
　・市町村が実施する５歳児健診等への専門医の派遣
　・ペアレントプログラムの実施　など

障害福祉課

　発達が気になる子ども等に対し、就学前後の移行期に切れ目ない支
援を行うため、市町村と連携し、福祉、教育等の関係機関による連携
支援体制の構築に取り組む。
　・大分県版ガイドラインの市町村による活用・普及　など

こども未来課

1 保育環境向上支援事業

　保育人材の確保と職場定着を図るため、保育士資格の取得や潜在保
育士の再就職への支援、ＩＣＴ活用を軸とした保育現場の働き方改革
に取り組む保育施設への支援等を実施する。 こども未来課

7
子どもの居場所づくり推
進事業

　子どもの居場所づくりを推進するため、モデルの小・中学校の児
童・生徒を対象に朝食を定期的に無料で提供するほか、子ども食堂の
運営を支援する。
　・モデルの小・中学校における朝食の無料提供
　・クラウドファンディングによる子ども食堂運営支援　など

こども・家庭
支援課

6
ヤングケアラー等支援体
制強化事業

　ヤングケアラーなど地域の目が届きにくく顕在化しにくい児童の早
期発見・早期支援を図るため、市町村や民間団体等と連携し、プッ
シュ型による見守り・相談体制の構築等に取り組む。
　・戸別訪問による家庭状況把握等を行う市町村への助成
　【新】県専門アドバイザーの配置　など

こども・家庭
支援課

令和５年度　当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

事　業　名

令和５年度
当初要求額

事　業　概　要 所管課
令和４年度
当初予算額

5
児童養護施設退所者等支
援強化事業

　児童養護施設退所者等を支援するため、「児童アフターケアセン
ターおおいた」の体制を強化し、自立・就労に向けた伴走型サポート
を行う。
　【新】就職後のフォローアップ等の就労専門相談体制強化　など

こども・家庭
支援課

4 児童虐待防止対策事業

　児童虐待防止の徹底を図るため、関係機関の連携及び児童相談所の
機能を強化する。

こども・家庭
支援課

2 おおいた出会い応援事業

　県民の出会い・結婚の希望を後押しするため、出会いサポートセン
ターの運営及び会員確保のための広報に取り組むとともに、市町村、
民間団体、企業等と連携した出会いの場づくり等を総合的に実施す
る。

こども未来課

3
就学前後の切れ目ない支
援体制整備事業

9
みんなで進める健康づく
り事業

　健康寿命のさらなる延伸を図るため、健康づくりの意識向上に向け
た県民運動を市町村等とともに展開するほか、健康経営に取り組む事
業所の拡大・質の向上等により、働く世代の心身の健康づくりを支援
する。

健康づくり支
援課

10
糖尿病性腎症重症化予防
推進事業

　糖尿病性腎症の重症化による人工透析治療の導入を回避するため、
腎症の早期段階で集中的な治療や個別支援を行うための支援体制を強
化するとともに、県民への意識啓発に取り組む。
　・糖尿病性腎症重症化予防専門外来への運営支援　など

国保医療課

11 歯科口腔保健推進事業

　生涯にわたる健康の基礎となる「歯と口腔の健康づくり」を推進す
るため、乳幼児期から高齢期まで、各ライフステージの特性に応じた
対策を講じるなど、全世代の口腔保健を支援する。 健康づくり支

援課

新



（部局名：福祉保健部） （単位：千円）

令和５年度　当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

事　業　名

令和５年度
当初要求額

事　業　概　要 所管課
令和４年度
当初予算額

13,661

(18,001)

12,864

(9,374)

24,522

(22,799)

219,923

(146,384)

20,759

(16,581)

63,028

(36,126)

51,329

(25,413)

1,527,083

(1,084,254)

16,094

(12,300)

　

14,865

(0)

73,500

(0)

13
地域介護予防活動推進事
業

　要介護状態への移行・悪化を防止するため、市町村の行う地域に根
ざした住民主体の介護予防活動を支援する。
　・オンラインを活用した通いの場の普及促進
　・フレイル予防の普及啓発強化　など

高齢者福祉課

12
自立支援型サービス推進
事業

　高齢者が元気に生活し続けることができる地域づくりを推進するた
め、自立に向けた支援が必要な高齢者を短期集中予防サービスに積極
的につなげる仕組みを構築する。
　・ＩＣＴを活用した自立支援ケアマネジメントの推進
　・事業所の安定的なサービス提供を促すためのインセンティブ
　　（加算）の付与　など

高齢者福祉課

14
地域包括ケアシステム構
築推進事業

　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう地域包括ケアシス
テムを推進する。
　・地域ケア会議の充実・強化
　・地域ケア会議アドバイザー強化研修の実施　など

高齢者福祉課

15 介護現場革新推進事業

　介護サービスの質の向上と介護職の負担軽減・生産性向上を図るた
め、介護ロボットやＩＣＴの活用による介護現場の革新や働き方改革
を推進する。
　・事業所に対する介護ロボット・ＩＣＴ等導入補助
　【新】ロボット等導入後のフォローアップ強化　など

高齢者福祉課

20 オンライン診療推進事業

　地域の実情に応じた適切なオンライン診療を推進するため、へき地
等の在宅医療現場や介護施設での実装に取り組む。
　・医療従事者向けセミナーの開催
　・在宅医療現場におけるタブレット導入支援
　【新】医療機関の遠隔医療設備整備への助成
　【新】介護施設での夜間オンライン診療の実証　など

医療政策課

21 循環器病対策推進事業

　健康寿命の延伸を図るため、主要死亡原因である心疾患や脳血管疾
患などの循環器病対策に取り組む。
　・大分県循環器病対策推進協議会の開催
　・心不全手帳等の活用に関するワークショップの開催
　・脳卒中治療の事例検討や相談窓口の設置　など

医療政策課

医療機関の働き方改革推
進事業

　労働時間の短縮と質の高い医療の両立を図るため、看護師等へのタ
スクシフトやタスクシェアなど働き方改革に意欲的に取り組む医療機
関を支援する。
　・働きたい医療機関認証制度の創設
　・特定行為看護師等の養成支援

医療政策課

18
外国人介護人材確保対策
事業

　介護ニーズの増大に伴う介護人材不足に対応し、質の高い外国人介
護人材を確保するため、関係機関と連携して受入体制を整備する。
　・外国人介護人材の新規雇用に要する経費への助成
　・外国人介護人材と受入事業者のマッチング支援　など

高齢者福祉課

19
地域医療介護総合確保施
設設備整備事業

　地域における総合的な医療提供体制を確保するため、地域医療介護
総合確保基金を活用し、病床の機能分化や医療情報の連携などに取り
組む医療法人等に対して助成する。
　・回復期病棟等の施設整備への支援
　・地域医療情報ネットワーク構築への支援　など

医療政策課

16 介護の魅力発信事業

　介護人材の新規獲得を促進するため、若年層を対象とした介護の魅
力を発信する取組を実施する。
　・介護事業者の認証評価制度「ふくふく認証」の運営
　・若年層をターゲットとした魅力発信　など

高齢者福祉課

17
福祉・介護人材確保対策
事業

　福祉・介護人材を確保するため、参入促進や離職防止等に取り組む
とともに、市町村単位での人材確保・定着に向けた取組を推進する。
　・介護福祉士等を対象とした修学資金等の貸付
　・介護補助職導入への助成　など

高齢者福祉課

22

新

新



（部局名：福祉保健部） （単位：千円）

令和５年度　当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

事　業　名

令和５年度
当初要求額

事　業　概　要 所管課
令和４年度
当初予算額

21,565

(16,743)

　

66,441

(81,325)

143,485

(60,099)

36,114

(8,669)

10,176

(6,700)

※ 　　は「新規事業」

24
障がい者就労環境づくり
推進事業

　知的・精神障がい者の雇用を促進するため、障がい者雇用アドバイ
ザーの体制強化に取り組むとともに、就労系事業所等から一般就労へ
の移行を支援する。
　・一般就労への移行応援奨励金の交付
　【新】雇用支援アドバイザーの増員　など

障害者社会参
加推進室

23
障がい者差別解消・権利
擁護推進事業

　障がいのある人もない人も心豊かに暮らせる大分県づくり条例に基
づき、障がい者に対する差別解消と権利擁護の推進を図る。
　・障がい者差別解消・権利擁護推進センターの運営
　・手話理解の促進
　【新】第７１回全国ろうあ者大会 ｉｎ おおいたの開催　など

障害者社会参
加推進室

27 感染対応力強化推進事業

　感染症発生時等の感染対応力を強化するため、医療従事者や施設職
員等に対する研修を実施するとともに、感染管理認定看護師の資格取
得を支援する。 感染症対策課

25
地域共生社会構築推進事
業

　だれもがともに支え合い、人と人とのつながりを感じ安心して暮ら
せる地域共生社会の実現を図るため、地域住民等が取り組む多世代交
流や地域の支え合い活動等を市町村と連携して支援する。

福祉保健企画
課

26 災害時要配慮者支援事業

　災害時における避難行動要支援者に対する個別避難計画の作成を強
力に推進するため、要支援者と地域等を調整するコーディネーターを
配置するとともに、災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の強化を図り、
災害時の安全・安心を確保する
　【新】避難行動要支援者に対する個別避難計画作成の強化
　・災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の強化　など

福祉保健企画
課

新



（部局名：福祉保健部） （単位：千円）

・
・
令和３～４年度の２か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止

12,000

2
こども・家庭
支援課

児童養護施設整備事業 30,213

1
健康づくり支
援課

障がい者等歯科医療推進
事業

・
・
平成２７～令和４年度までの事業として実施
「歯科口腔保健推進事業」に組み替えて要求

令和５年度　当初予算（一般会計）要求における廃止事業

所管課 事　業　名 廃　止　理　由
４年度

当初予算額


